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［等聾」ト  

保育の必要性の判断～公的保育契約   



1保育対象範囲について  

（1）保育対象範囲を検討する基本的な考え方  

【第1次報告での整理】  

○ 新たな制度体系が目指すものとして、「すべての子どもの健やかな育ちの支援」を基本に置くとともに、「国民の   
希望する結婚・出産・子育てが実現できる社会にしていくこと」と整理。  

○ また、新たな制度体系に必要な費用は、「社会全体（国、地方公共団体、事業主、個人）で重層的に支え合う   
仕組み」としていくことを確認。  

O「新たな保育の仕組み」の検討の前提としても、「良好な育成環境の保障を通じたすべての子どもの健やかな育   

ちの支援が必要」としている。  

○ さらに、検討が必要となってくる背景として、  

① 保育需要の飛躍的増大   

i）共働き世帯の増加（サービスの一般化）  

ii）大きな潜在需要（未就学児がいる母親の「就労希望の高さ」と現実の「就労率の低さ」との大きなギャップ）  

② 保育需要の深化・多様化   

i）働き方の多様化（短時間・夜間・休日等）  

ii）親支援の必要性の高まり  

iii）すべての子育て家庭 への支援の必要性  

③ 地域の保育機能の維持の必要性  

などを挙げている。   
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【保護者の就労を要件とする場合について】  

①「新たな保育の仕組み」では、多様な就労形腰に応じた保育ニーズに対応するため、「休．日」「早朝・夜間」「短  
時間」「不定期」の就労についても保育を保障する。  
⇒■ 認可保育所の開所日数、開所時間に応じた保障の仕方から、子ども毎に必要性に応じた保障の仕組みと  

することで、「休日」「早朝・夜間」などのニーズには対応しやすい仕組みとなる。  

→ それに応じたサービス基盤の確保が必要   

・今後需要の大幅な拡充が見込まれる短時間勤務等の場合については、現行制度でも、特定保育一一時保   

育の給付メニューも活用しながら、認可保育所による受入れで可能な限り対応。現行では対応しきれていな   

いニーズについても、利用者の意向を踏まえながら、認可保育所における対応を拡大する≒ともに、多様な給  
付メニュー（受け皿）を制度的に考える必要。  

②「求職中」「就学」について  

・育児が一段落した後の円滑な再就職など、安心して求職活動ができるよう、保育の保障をしていく必要。  

・その際、保育の実施期間等の具体的仕組みを検討していく必要。  

③在宅就労、自営業、農林水産業等の多様な働き方についても、ニーズに応じた保育保障の仕組みを考える  

必要。   



2 保育利用までの具体的流れ  

※「新たな保育の仕組み」における公的保育の保障は、認可保育所のほか家庭的保育等の多様なサービスメニューを含めた  

サービス全体で、保育の必要な子どもに対し保育を保障するもの。   

以下、表記の便宜上、多様なサニビスメニューを含め、「保育所等」と記述。  

（1）「新たな保育の仕組み」における保育利用の流れを検討するに当たっての基本的な考え方  

○ 法的な整理は、以下の通り（第1次報告）。  
・保育の必要性・量及び優先性についての認定は、市町村が行う。  

・市町村が公的責任を果たす三者の枠組みの中で、認定を受けた利用者が保育所等と公的保育契約を締結。  

※ 市町村が、利用保育所等の決定とは独立して保育の必要性■量を判断することにより、潜在的な需要を明   

確化 ＝ 市町村の認可保育所に対する委託関係に代わって、三者の枠組みの中で公的保育契約  

○ 具体的な手続きの流れについては、次のような視点を踏まえて考える必要。  

・優先的に利用確保されるべき子どもに対する保育の確保  

・虐待事例など、保護者の自発的な利用申込みが期待できない場合に対する配慮  

・受入れ決定（選考）の公平一公正な実施  

・利用者の手続負担に対する配慮   

育児休業終了から保育利用への連続性  

・保育を必要とするすべての子どもに対する利用保障  

・就労開始の一定期間前に利用保育所等が判明するような予測可能性  

・緊急に保育を必要となる場合の利用保障  
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O「1」で検討の保育対象範囲に基づいて、保育の必要性・量、優先性について認定。  

※ 優先的に利用確保されるべき子どもの範囲、仕組みについては、次回以降に検討  

○ 当該認定において同時に、保育料の負担区分（例えば、低所得者への配慮を行う場合に低所得者の区分に  

該当する旨の確認）も決定する必要。  

○ 認定後、市町村は認定者の保育の実際の利用状況を把握（実際に保育の利用に至ったか、優先すべき子ども  
の利用が確保されているかを含む）し、待機児童に係る情報（各保育所等の定員充足状況等）の開示を行う。  

○ 定期的な就労等の状況の確認、事情が変更となった場合の利用者側からの申出等の仕組みを考える必要。  
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③利用者が保育所等に申込み  

○ 利用者が保育所等に入所を申し込む段階については、次のような点に考慮する必要。  
・事前に利用が予測できる場合、随時保育が必要となる場合に応じた対応  

・育児休業終了時や就労開始時におけるスムーズな利用と予測可能性  

・利用者の手続負担（利便性）への配慮  

・虐待事例、障害児、ひとり親家庭、保護者が障害者の場合、休日・早朝・夜間就労者等で受け皿が限られる   

場合の市町村による利用支援  

○ また、「需要が供給を上回っている場合」と「供給が需要を上回っている場合」と区分して考える必要がある。  ■  

【利用保育所等が決まる時期】  

○ 事前に保育が必要となることが予測できる場合の対応としては、保育所等を利用できることが就職や職場復帰   

の重要なポイントとなることから、できるだけ早期に利用保育所等が決まるようにすべきではないか。   

例えば、  

・4月から保育利用を希望する場合は、例えば前年12月末までに利用保育所等が一定程度判明するような日   

程  

・育児休業期間の終了時期との関係等で、年度途中からの保育利用を希望する場合は、当該時期からの利用   

予約制の導入  

○ 同居親族の常時介護等により、随時保育が必要になる場合にも、その都度、保育の利用開始が可能となる必  

要がある。  
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【需要が供給を上回っている場合】  

○ 利用者が保育所等に利用を申し込むに際し、市町村が関与しなかった場合、次のような事態が想定される。  

・利用者が利用を希望する保育所等を探し、保育所等に直接利用を申し込む。  

・希望者が定員を上回り、受入れ決定（選考）されなかった場合は、当該利用者は改めて、定員を充足していな   

い保育所等の情報を入手し、当該保育所等に利用を申し込む。  

・受入れ決定（選考）されなかった度に、同様の手続きを繰り返す。  

⇒ 現在、利用者が市町村に、複数の希望する認可保育所を記載して入所を申請し、市町村から利用者に、受入   

先保育所（又は、受入れが可能な認可保育所がない旨）を通知する仕組みであるが、これよりも利用者にとって   

手続きが煩雑になる側面  
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（対応イメージ例1）  

○利用者が第一希望の保育所等に直接利用の申込みを行う際、申請書類に第二希望以降の保育所等も記載   

する仕組み（複数の第一希望保育所等に利用申込みを行うことは禁ずる）。   

t 第一希望の保育所等（A）を利用できる場合は、利用者と保育所等（A）が公的保育契約を締結し、保育所等   

は市町村にその旨を報告。  

・第一希望の保育所等（A）を利用できなかった場合は、保育所等（A）から市町村に対し、第二希望以降の保   

育所等が記載された申請書類を送付。  

・市町村は、域内の各保育所等の定員充足状況を勘案し、利用者に対し第二希望以降の保育所等（B）を斡旋。  

・利用者と保育所等（B）において公的保育契約を締結  

（対応イメージ例2）  

○ 利用者が優先順位を付した複数の希望する保育所等を記載した申請書類を、市町村又は市町村が関与した   

連絡協議会に対し申し込む仕組み。  

・市町村（又は連絡協議会）は、申込み状況と域内の各保育所等の定員充足状況を勘案して利用保育所等を   

判断し、個々の利用者に対して斡旋  

・利用者と当該利用保育所等との間で公的保育契約を締結  
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【供給が需要を上回っている場合】  

○ 供給が需要を上回っている場合は、次のような仕組みで対応できる。  

i）利用者が利用を希望する保育所等を検討し、保育所等に直接利用を申し込む。→ 公的保育契約締結  

ii）個別の保育所等によっては、希望者が定員を上回ることも想定される。その際、（対応イメージ例1）と同様に、   

申請書類に第二希望以降の保育所等を記載する仕組みを組み合わせることも可能。  

【虐待事例、障害児、ひとり親家庭、保護者が障害者、休日・早朝・夜間就労者等である場合の利用支援】  

○ 虐待事例、ひとり親家庭等の場合、市町村は、優先的に利用確保されるべき子どもとして「優先性」を認定する   

こととなる。このような場合に、市町村が利用保育所等を斡旋する等の利用支援の仕組みを検討する必要がある。  

○ 虐待事例等の場合は、保護者の自発的な利用申込みが期待できない可能性がある。このような場合に、市町   

村が、認定手続きと併せ、保育の利用支援を行う仕組みを検討する必要がある。  

○ その他、実際の利用に結び付きにくい等、支援の必要性に応じた市町村の利用支援を検討する必要がある。  

○ 保護者が休日t早朝・夜間就労者である場合等は、現実の受け皿が限られる可能性もあり、一定程度の利用支   
援が必要となる可能性もある。  

【希望する保育サービスの利用開始までの間の保育保障】  

○ 市町村に課される質の確保された公的保育の提供体制確保責務の一環として、希望する保育サービスの利用  

開始までの間は、市町村は多様なサービスメニューの中から補完利用できるようにする必要がある。  
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④保育所等が受入れについて決定（選考）  

○ 保育所等は、虐待事例など優先受入義務のあるケースについて、まず受け入れた上で、希望者が定員を上回  
る場合のために、あらかじめ受入れ決定（選考）の客観的な基準を定め、実際の受入れ結果等も公表するような  

仕組みが必要。このことにより、受入れ決定（選考）の公平・公正な実施を担保する。  

○ 受入れ体制が限られる場合（休日・早朝・夜間就労等）について、適切に受け入れられるような受入れ決定  
（選考）の仕組みが必要。  

○ 兄姉が既に利用している場合、兄弟姉妹が同時に利用を希望している場合について、保育所等が優先して受  

け入れることは、公正な受入れ決定（選考）と言えるのではないか。  

⑤利用者と保育所等との公的保育契約  

○ 市町村による公的関与の一つとして、契約内容（保育時間、保育料等）を記載した契約書のひな型を市町村が   

作成するなどの支援が考えられる。  

○ 市町村は、利用者及び保育所等に対し、公的保育契約の適正な履行に関して指導・助言することが考えられる  

○ 市町村が、認定を受けた子どもが保育所等を利用できたのか、虐待事例等の優先的に利用確保されるべき子   

どもが保育所等を利用できたのか、把握することができるようにするため、保育所等は利用者と公的保育契約を   

締結した後、市町村にその旨を報告する仕組みが考えられる。  
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保育の必要性の判断～公的保育契約  

参考資料   



第一次報告（抄）  
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市町村が保育の利用  ○ 虐待事例など、保護者の自発的な利用申込みが期待できないケースについては、   
申込みの勧奨等により意思決定を補佐するとともに、必要な場合は児童養護施設等への措置を実施する。  
（こうした市町村としての公的関与の中で、虐待事例等について、関係機関が連携する市町村の支援のネッ  
トワークに適切につないでいく仕組みが必要である。）  

※ 低所得者、障害などを理由に、事業者の不適切な選別により、サービス利用ができなくなることがないよう  

公正な選考を保障する仕組みについて、さらに検討。  

※ 優先的に利用確保されるべき子どもが緊急的に生じた場合の受け皿の確保策についてさらに検討。  

Vi）「欠ける」という用言吾の見直し   

「保育に欠ける」という用語について、例えば「保育を必要とする」など、今後の保育制度の姿にふさわしいも   
のに見直すこととする。  
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現行の保育サービスの必要性の判断基準  

（「保育に欠ける」判断の仕組み①一政令による基準）  

○ 市町村が、保育の実施義務を負う対象である「保育に欠ける」児童であるか否かの判断については、「政令   
で定める基準」に従い、「条例で定める事由」によることとされている。   

O「政令で定める基準」としては、   
以下のいずれかに該当   

＋   
戻護者と同居親族等が児童の保育ができない場合とされている。  
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疾病、負  

⑥ その他（「前各号に類する状態」）  

◎ 児童福祉法施行令（昭和22年法律第164号）  
第二十七条 法第二十四条第一項の規定による保育の実施は、児童の保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することにより当該児童を保育するこ   

とができないと認められる場合であって、かつ、同居の親族その他の者が当該児童を保育することができないと認められる場合に行うものとする。  

昼間労働することを常態としていること。  
妊娠中であるか又は出産後間がないこと。  
疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。  

同居の親族を常時介護していること。  

震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。  
前各号に類する状態にあること。  

一
二
三
四
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○実際の判断基準となる各市町村の条例を見ると、おおむね以下の傾向が見られる。   

《都市部（待機児童の多い市町村）》  
相対的に詳細かつ厳格な内容。  

①政令各号で明記する事由（就労／妊娠・出産／（養育者の）疾病・障害／同居親族介護）により   

基本的な優先度を決定し、②同優先ランク内の調整指数として、その他の事由（母子家庭、虐待等）を   
男少る構造となっているところが多い。  

《その他（待機児童の少ない市町村）》  
相対的に鋤ことが可能な内容  

政令各号で明記されていない事由（母子家庭、虐待等）については、条例においても明記されていない  
ところが多い。  

．
1
」
「
．
J
 
 
 



入所基準（条例）の実例①（神奈川県横浜市）  
《人口365万人（平成20年9月1日現在）、待機児童707人（平成20年4月1日現在）》  

6 入所選考基準が同一ランクでの調整指朝一発表  
l二三斤えこり午1月改定）  

※ 同一ランクで並んだ虜合は、以下のJ！1巨rこ該ニコする1易合：こl：掲聖詣款 としてそれぞ71の1長自r∴た＼激をつ：ノます．  
※ このrh赦が這い万力、らl頁番に：蛍雪します。なお、三周聖才嘗封の一1紺が扇い万てあってもぅンクの逆t転はありません。  

5 保育所の入所選考基準  
（基準の考え方）  その他の世帯状況   
＊ランクは、ABCDEFGの順に入所の   順位が高いものとします。  【ランクアップ項目】  
＊お父さん、お母さんでランクが異なるⅠ霧   合は、順位の低いランクを適用します。   
①から④は各項目1ラ       ＊同居している祖父母が65歳未満の場合、保育可能な方とみなします。その場合、保育で   
きない事を証明する診断書等を提出することが必要です。  ンクずつ、⑤は2ラン   

書 －、  ＊障害児・児童福祉の観点から保育に欠ける児童については、この選考基攣を基に別途に     ク」■高で2フノウまで  
選考します。   

アップします。  

※左記「9ひとり親世帯 等」が適用される場合は  

ラ    ＊選考に当たっては、保育が必要な理由呂   “の下記の「ランク表」に墨つきA 
ます。  ヽ一ノー－■・．、．－」】lヨヒ」J．′  

お父さん、お母さん（・   葉音できない理由、状況   （pひとり♯世帯■  

受）生活保雄せ帯  

居宅外労働 （外勤・居宅外  ⑨生計中心者の失士  
自営－  月16日以上かつ1日  ヨ以上7時間未満、働いている。   ④横浜保雷圭■手盛保  

月16日以上かつ1日  司以上の仕事に内定しノている。   
書事l祉■・認可諷虎  
保書斯■の牢番充  
（卒園時に青寛休業 中だった方です■鴫  

2  月20日以上かつ1日8時  司以上、働いている∩   に申込をする■合  
を含む）  

自宅）  喧）書体のため退所し、 再入所する■合  
月16［〕以上かつ1日  司以上7Ⅰ博聞未満、働いている。  D  
月16日以上かつ1日  司以上の仕事に内定している。   ∈  
月16〔〕以上かつ1日4時  笥以上7時間未満の仕事に内定している∩   碍）－・蕎）はt先♯放では ありません 

。  

3   お母さんが出産又は出産予定日の前後各8週間の期間にあって、出産   D   
産前産後  の準備又は休鼓を要する。   
4（1）   入院または入院に相当する治療や安静を要する自宅療養で常に病臥し  

通院加療を行い、常に安静を要するなど、保育が常時幽艶な場合。  【同一ランクで重んだ書 台の選考】  

な場合。   同一ランクで並んだ場合 は以下の状況を調整指数  

4（2）  
により、遭考します。  

身体障害者手帳1～2級、精神障害者保健福祉手帳1～3紐、  （裏面参照）  

心身の障害  

身体障害古手帳3級の交付を受けていて、保育が函難な場合。  ①市内在住  

身体障害者手帳4級の交付  を受けていて、保育が国難な場合。   （卦保書の代■手段  

5   
子雷て支凛者となる  
同居嘱應の宥簾など  
⑧世幕の状況  
被介護者の有無など  

4日以上かつ1日7時間以上保育が国難な場合。  

頑就労状況 夜鋤盾伴 
4日以上かつ1日4時間以上保育が困難な場合。   う暮鋼勤務  
震1く†風水空 火災その他の災害により自宅や近隣の復旧に当たって  の有ホなど  

6  A   

7   ⑥きょうだいの状況    就職に必要な技能習得のだ  こめに職業喜川練校、専門学校、大学なとに  D   
通学   通っているリ  きょうだい同一▲設  
8  求職中 （入所期間闇3か月です。その期間内に就職しないと退所   G  入所や多子世帯など  
求職中  になります。）  ⑦珠税所書金鏑  
9  ひとり槻世帯等において、就労、求脇活動、職業訓練等を行うことに  

等   （む一項）はt先■位では ありません 

なります。）   
。  

10   児童福祉の観点から、福祉保健センター畏が特に保育に欠ける緊急度   A   
その他   が高いと判断した場合。  （撲2）   

（※1） お父さん、お母さんがいない境合は、その他の保諜毒∩   
（※2） Aランクかつ2ランクアップ相当として選考します。  

lフg腎  備考   
申込児玉を65歳末瀾の規族に預けている   

範囲（申云唇を伴う場合及びきょうだし＼同時入所のための1雲合は除  ロ  
く、訝定こども愚からのl云薗は含む〕  

保育の代  
哲手段に             横浜保育室、家庭保育福祉員、認可乳児保育所の卒t蓼児 く卒習暗に  凹  卒園岩正明書写   育児休業雰とっており、育児休業明けで認可保育所へ申込む場合も   のある士具合に  
きむ）  限ります。  ついて は、左記  

保育の 芳夫  
代弓手段  園】以外へ育1盲で預けてし＼る（一時保－のみの利用は己まフ旨いノ  ＿′、」．一 

眠り琵す【   
みの利芦弓は含まない）  みを適用  

児童をt瑚甥で見ている   
します。  

児茎が危険を伴うⅠ芸】異にいる   

保育の代替羊阜割こ関して、上記以外の1雲合   （〕  

保苫屋善が身f忘障害者串帳1、2級・愛の手帳（療育手中長）・精神曙害   
2  元のランクの類型が「心   

の†草書があると認められる心尋障害増の場合  身の障害」のときは加点  
し∃：せん】  

世帯の  
】犬；見  

福祉手●長を持っている善がいてr「；空している場合  元のランクの類型が「親  
（当該児萎又は保喜蟹菖がこnらの手帳を持っている蝶合は除＜）  族の∩議」のときは加点  
同居家庭内に要介護1以上の；右足善がいて介護している携合“在宅介  l  しません。  
護に限る）   

市内在住  市外1圧住菖（や元入予定菖lま除く〕   －8  

単身赴I王   

両報≠引こ夜勤を伴う変則勤務である世帯   
就労1犬況  

居宅外自営業であるが、帽携が自宅に」井j投している   

勤章若葉績が1か、月末満である世帯   

ひとり規 世帯等  ひとり親世帯で65歳末満の同居親族がいない】易合   3  

ひとり親世帯で65歳末満のー司居親族がいる場合   

元のランクが「9．ひとり絹世帯等」で就ラ当内定のi易合   －2  上2行の点数こ重複して  
元のランクが「9．ひとり繊世帯竃」で求瞞ヰの土易含   超用さ「します。     －7   

きょう  
（きょうだいがl司－の保育園に入園を滞空する1募含に限る．，）  2  

だい  
の状況   

をした場合   

＜同一ランク・同一墓■盤指叡でj拉んだときの選考＞  
※同【ランク・同一調整指数で並んだときは、以下の順に考虚して選考しノます。  

三－ ‾二‾一 て一＝      ●   ＝  
■                TI災害 史り責病・P筆書l二言＝居宅外労I動 卑二介雲量 せひとり甥等 膏）居宅内労働・ヱー害宅外・内労働  

（内定）・釦就学等l瓢出産 ㈹・求職中   

2  両報のうち一万が夜勤を伴う変則劃願である世帯   

3  時間的・業務的拘束力の強さ   

4  保育の†宗力苔の胃無   

5  議毒している小学生以下の子どもの人扱が多い世帯   

経済的ゴ犬ミ兄l環場所j胃金言雫〉が低い世帯  
6     た7三し、4月1日入所は、前年の住民髄で判定するⅠ易合もあります   （力＼のがにわいのやい 
勤務先ら交†寸間合な等むを得な環合套除き、】旺明がある善が旋先）   

β   



入所基準（条例）の実例②（北海道札幌市）  
《人口189．8万人（平成20年8月1日現在）、待機児童271人（平成20年4月1日現在）》  

保 育 所 入 所 選 考 基 準 表  手し幌市  区  
1＿保育の美方』基準  

≡    三三    三二     一  
父 母   

l∃中労■由7時I18以」ニ   10く⊃  1く）0  
ヨ■51ヨ以  

日中労■l■一時間以」二7時l甘l未満   9く⊃  90  

日中労■弛7時lⅦ以」ニ   9（⊃  9Cl  
1   

日中労■15暗It■以」ニ7時lⅦ未満   白（⊃  80  
個物  

遥■3日▲≧l  日中労■■7時lⅦ以」＝   7（⊃  70  

その他  l∃申労■■丑あたり20時lⅦ以」二   70   70   

∈l中労1■b7時Ⅶ以」二   100  100  
1■5E】以  

日中労働4時Itれ以」＝7時It幕末濡   ⊆10  90  

日中労一助7時lⅦ以」二   90  90  
田                          過4tヨ以  

日中労■助5時Il■以」＝7時l■】未満   80  80  

i且ミ3日以」二  日中労■■7時lⅦ堪▲」二   70  70  

自  70  70  

日中労■■7時Ⅶ以」ニ   80  8日⊃  
1■5日以  

日中労■ぬ4時It覇以」二7時lⅦ未満   70  70  

t森   日中労■嶋7時Ⅶ以」二   7（⊃  7（）  

2   
日中労■嶋5時間I以」＝7時It覇未満   60  6t⊃  

■勤  
過3【ヨ以  日中労働7時Il■以上   50  50  

その他  日中労■■胡■あたり20時It8以」＝   50  50  

日中労■助7時∩■以」＝   80  80  
過5t∃以  

日中労■岨4時lⅦ以」ニ7時Ⅶ未満   70  70  

E】中労■助7時It■以」ニ   70  70  

同 職                          過4∈】以  

∈】中労■助5時W以」ニ7時It■未ヌ■   60  60  

」■3日以  【ヨ中労■血7時lⅦ以」＝   51＝〉  50  

その他  fヨ中労■血道あたリ20時Ⅶ以」二   50  50   

3  出産    出月■予定f∃書け1カヽ月・出産月の翌月末  100   

入院  100  100  

＿‘：： F   10（⊃  100  

4   層宅内療  雪t              犠遇遇陪臣カロ療を要する   7く⊃  71⊃  

」ニ書己以外の自宅療暮   5く⊃  50  

l壌ゎくしヽ    」■体P■t■書・1・2級覇■神P■■l∃■■1・2扱，知的叶■■毒FA  100  100   

ミl夢；院事の付添しヽ介；暮  100  1（⊃0  
5   

；】邑               自宅すト護  70  70   

tS   災  一  旬■  l日  100  1C10   

田   80  白（⊃  

自立更∃巨のための就労予定  70  70  

≡  80  80  
7  

日本寄旨習得半枚へ通学中  5⊂I  50  
る   
その他明らカ、lこ保l■l二欠lナると雷忍められる月■合  70  70  

の  
児■■朝■祉i主薬2t手兵字幕1積算4号‘こ ‘づ＜通知を受理  999   

児土氏名  

i＋l  l背膚区タ｝  

2．保育の割同整基準   

110  

10   

虚休明1ナ・★休明lナl二よる入所の錮■合  40  

3        兄弟一姉妹カくすで一こ入所してしヽる月■含  40  

」■E下下こ明lT・■■乍F明lTl三光弟・姉妹乃ヽ‾ヲ「‾‾ごl＝ノヽ」可けし‾‾⊂しヽ  50  

年度当初く4月及びら月）   1く⊃  

4  2く⊃  

宇L児l笥カ、ら幼児際Il＝車云圃  ⊆l白9   

；⇒：：   

実地萎司■、†t虫の三周整萎む■（こ力ヽ力ヽわらす「⊆199点」とする〔  

l＋l  
合音十点数   

（資料）札幌市ホームページより抜粋  

9   



入所基準（条例）の実例③（兵庫県神戸市）  
《人口153．3万人（平成20年9月1日現在）、待機児童487人（平成20年4月1日現在）》  

選考は  

入所希望者が、保育所の受け入れ能力を上回るため全員入所で  
きない場合は、原則として下記の優先順位に従って入所を決定し  

ます。（優先順位は主たる保育者の状況によります）下記の項目  

について、ご不明な点がございましたら、区役所保険福祉部「福祉  

事務所・支所にご相談ください。   

優先順位1  
主なもの  

母子家庭または父子家庭で、居宅外で仕事をしている等、児童を  
保育できない場合  

居宅外で保護者が常勤で、児童を保育できない場合  

保護者が重度の障害のため、児童を保育できない場合  

重度の障害を有する同居親族の常時介護等が必要で、児童を保育  
できない場合  

優先順位 2  

主なもの  

自営の中心者で、昼間居宅内で常に児童と離れて仕事をしていて、児童を  
保育できない場合  

居宅外でパート、非常勤の勤務（原則として、昼間4時間以上、月16日以  

上）をしていて、児童を保育できない場合  

保護者が中程度の障害または病気入院のため、児童を保育できない場合  
長期にわたり疾病の状態にある同居親族を有し、家庭で常時介護している  
ため、児童を保育できない場合  

優先順位 3  

主なもの  

自営の専従者で、昼間居宅内で児童と離れて仕事をしている場合または  
内職をしているため、児童を保育できない場合  

保護者が出産前後（概ね8週間）のため、または病気で自宅療養中のため  
児童を保育できない場合  

○児童福祉法第24条第1項の規定による事由を定める条例  

（昭和62年条例第57号）  

（趣旨）  

第1条 この条例は，児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」   

と いう。）第24条第1項の規定による事由を定めるものとする。  

（条例で定める事由）  

第2条 法第24条第2項に規定する保育の実施は，児童の保護者の   

いずれもが次の各号のいずれかに該当することにより，当該児童を   

保育することができないと認められる場合において，同居の親族そ   

の他の者が当該児童を保育することができないと認められるときに   

行うものとする。  

（1）昼間に居宅外で労働することを常態としていること。  

（2）昼間に居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をす   

ることを常態としていること。  

（3）妊娠中であるか又は出産後間がないこと。  

（4）疾病にかかり，若しくは負傷し，又は精神若しくは身体に障害を   

有していること。  

（5）長期にわたり疾病の状態にある同居の親族又は精神若しくは   

身体に障害を有する同居の親族を常時介護していること。  

（6）震災，風水害，火災その他の災害の復旧に当たっていること。  

（7）前各号に類する状態にあると市長が認める状態にあること。  

附 則  

この条例は，昭和62年4月1日から施行する。  

附 則（平成10年3月31日条例第68号）  

この条例は，平成10年4月1日から施行する。  

（資料）神戸市例規集より抜粋  （資料）神戸市ホームページより抜粋  

70   



入所基準（条例）の実例④（山口県山口市）   
《人口19．1万人（平成20年9月1日現在）》  

○山口市保育の実施に関する条例  

（平成17年条例第95号）  
（4）疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神   

若しくは身体に障害を有していること。  

（5）長期にわたり疾病の状態にある、又は精   

神若しくは身体に障害を有する同居の家   

族を常時介護していること。  

（6）震災、風水害、火災その他の災害の復   

旧に当たっていること。  

（7）市長が認める前各号に類する状態にあ  

ること。  

（委任）  

第3条 この条例に定めるもののほか、申込手  
続その他保育の実施に関し必要な事項は、  

規則で定める。  

附 則  

この条例は、平成17年10片1日から施行する。  

（趣旨）  

第1条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律   

第164号）第24条第1項の規定に基づき、保育   

の実施に閲し必要な事項を定めるものとする。  

（保育の実施基準）  

第2条保育の実施は、児童の保護者のいずれ   

もが次の各号のいずれかに該当することによ   

り、当該児童を保育することができないと認め   

られる場合であって、かつ、同居の親族その他   

の者が当該児童を保育することができないと   

認められる場合に行うものとする。  

（1）昼間に居宅外で労働することを常態として   

いること。  

（2）昼間に居宅内で当該児童と離れて日常の   

家事以外の労働をすることを常態としている   

こと。  

（3）妊娠中であるか、又は出産後間がないこと。  
（資料）山口市例規集より抜粋 す7   



保育 園入園 選考点数表  

社会福祉課   

類 型  細  目    点数   必要書類   

8 時間以上   10   

家  週 3 日        ①前年度源泉徴収票    5 時間以上   円   以 上 の     （確定申告をした時はその写し）    3  

時間以上   5  庭  
3 時間未満   3  

外  田  

労   
5反以上  6  

①自営業等就労証明書  

働  

農 林 業   畑   
（2名以上従事の土日Aは主たる従事者の1／2）  

林 業  10町以上  8   

10町未満  4   

従 事 者   10   

家  家族従事者   8  
①前年度源泉徴収票  

庭  自 営 業  （確定申告をした時はその写し）  

内  
3人目以上  ②自営業等就労証明書  

労  家族従事者   5  

働         内   職   4 時間以上   3  ①内職証明書  

4 時間未満   2   

出 産  出産前後3ケ月以内    10  ①母子手帳の写し   

入   院  1か月 以上   10   

通  院   
週3回以上  

保  
医師の診断書または状況を証明するもの  

護 者  

疾  
常時寝たきり   10  

痛  そ の他  
等  1級・2級   10  ①身体障害者手帳・療育手帳の写し  

体障害者           3  級   田  または医師の診断書  

4 級 以 下   5   

入院付添  1ケ月 以上   10   

病  
週3回以上  

人  
①身体障害者手帳の写しまたは療育手帳の写し  

の  
国  

看  
常時寝たきり   10  （ただし家庭内介護のうち、満80歳以上の高  

家庭内介護           障害者介護   8  護 等      齢  
高齢者介護   8  者介護は書類不要）  

そ の 他   2   

災害復旧  災害・風水害・地震など    10  ①災害状況を証明するもの   

学校通学・職業訓練等    10  ①在学証明書・学生書  

資格取ノ           通信教育の受講など  田  ①受講証明書または状況を証するもの   

高 齢者  75才以上  
8  

その他  
70才以上  6  

日本での生活が浅く保育  

が困難な時  
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入所基準（条例）の実例⑥（鹿児島県さつま町）  

《人口2．4万人（平成20年8月1日現在）》  

（2）居宅内で当該児童と離れて日常の家事  

以外の労働をすることを常態としているこ  

と。  
（3）妊娠中であるか又は出産後間がないこ  

と。  
（4）疾病にかかり，若しくは負傷し，又は精  
神若しくは身体に障害を有していること。  

ふ  （5）長期にわたり疾病の状態にある又は精   

神若しくは身体に障害を有する同居の親   

族を常時介護していること。  

（6）震災，風水害，火災その他の災害の復   

旧に当たっていること。  

（7）町長が認める前各号に類する状態にあ  

ること。  

（委任）  

第3条 この条例に定めるもののほか，申込手   

続その他保育の実施に関し必要な事項は，  
。町長が別に定める。  

附 則  

この条例は，平成17年3月22日から施行する。  

○さつま町保育所の保育の実施に関する条例  

（平成17年条例第96号）  

（趣旨）  

第1条 この条例は，児童福祉法（昭和22   
年法律第164号）第24条第1項の規定   

に基づき，さつま町保育所の保育の実   
施に関し，必要な事項を定めるものとす   

る。  
（保育の実施基準）  

第2条保育の実施は，児童の保護者の   
いずれもが次の各号のいずれかに該   

当することにより，当該児童を保育する   
ことができないと認められる場合であっ   

て，かつ， 
該児童を保育することができないと認   

められる場合に行うものとする。  
（1）居宅外で労働することを常態として  

いること。  

（資料）さつま町例規集より抜粋  
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ひと、くらし、みらいのために  

厚生労働省  
Pros＄R0loa＄○  

平成21年9月7日（月）  

雇用均等・児童家庭局 保育課  

電話：03（5253）1111  
保育需給対策官：岩崎（内線7925）  

担当係：保育係（内線7947）  

直通：03（3595）2542  

保育所の状況（平成21年4月1日）等について  

○保育所定員は、この一年間で、1万1千人増加  

平成20年4月の定員は212万1千人であったが、平成21年4月においては  

1万1千人増加し、213万2千人となった。  

○保育所利用児童（3歳未満児）の害11合は、0．7％の増加  

平成21年4月の保育所利用児童（3歳未満児）の割合は21．7％で、平成   

20年4月の21．0％から0．7％増加した。  

○保育所待機児童数は2年続けて増加  

平成21年4月の待機児童数は5千834人増加し、2万5千384人となった。  

○特定市区町村は、101市区町村  

特定市区町村（※）は、平成20年4月時点で84であったが、平成21年4月   

時点においては17増加（新たに特定市区町村になったもの24、特定市区町村か   

ら外れたもの7）し、101となった。   

（※）児童福祉法に基づき、待機児童が50人以上おり、保育の実施の事業等の供  

給体制の確保に関する計画を策定することが義務づけられている市区町村。  

－1－   



1．保書所利用児暮数等の状況  

（保育所定員数、利用児童数及び保育所数の推移）  

（保育所待機児童数及び保育所利用率の推移）  

引＝和  

19，550  31．3  

28．l  19．79  17，926  2．2  28．1％  
20．5％  

1l．8  
21．Ol  21．7  

1丁．0  
1丁．g  

18．3  20．8   

H14  H15  H16  日17  H18  H19  H20  H21  

一2－  

▼ ▼   



【表1】保書所の定■・利用児暮数讐の状況  

保育所数   定 員   利用児童数   定員充足率   

平成20年  22，909   2，120，889人   2，022，173人   95．3％   

平成21年  22，925   2，132，081人   2，040，974人   95．7％  

11，008   1，025，938人   901，141人   87．8％  

① 保書所施毅数  

保育所の施設数は、2万2千925か所で、前年から16か所（0．07％）の増。  

② 保書所定■  

保育所の定員は、213万2千81人で、前年から1万1千192人（0．5％）の増。  

③ 保t所利用光量数   

保育所利用児童数は、204万974人で、前年から1万8千801人（0．9％）の増。  

883市区町村において利用児童数が約3万4千人増加した一一方、834市区町村におい   

て利用児童数が約1万5千人の減少。  

④ 走■充足事  

定員充足率（利用児童数÷定員）は95．7％で、0．4ポイントの増。  

【表2］年♯区分別の保書新制用児量の鋼合  

21年保育所利用児童の割合   20年保育所利用児童の割合   

3歳未満児（0～2歳）   709，399人（21．7％）   676，590人（21．0％）   

盲うち0歳児   92，606人 （8．4％）   88，189人（8．1％）   

；うち1・2歳児 u   616，793人（28．5％）   588，401人（27．6％）   

3歳以上児   1，331，575人（40．9％）   1，345，583人（40．0％）   

全年齢児計   2，040，974人（31．3％）   2，022，173人（30．7％）   

（保育所利用児童の割合：当該年齢の保育所利用児童数÷当該年齢の就学前児童数）  

【蓼考】年♯区分別の覿事前北上数  

21年就学前児童数   20年就学前児童数   

3歳未満児（0～2歳）  3，263，000人   3，223，000人  

児   1，101，000人   1，094，000人  

うち1・2歳児   2，162，000人   2，129，000人   

3歳以上児  3，257，000人   3，362，000人   

全年齢児計  6，520，000人   6，585，000人  

※人口推計年報（各年10月1日現在）  

○ 保▼新制用光量割合  

就学前児童の保育所利用児童割合（保育所利用児童数÷就学前児童数）は31．3％で、   

前年の30．7％に比べ0．6％増加している。なお、3歳未満児の保育所利用児童割合は、   

21．7％で、前年の21．0％に比べ0．7％増加している。  

－3－   



2．保t所待機児霊数の状況  

21年4月1日（A）   20年4月1日（B）   差 引（A－B）   

待機児童数  25，384人   19，550人   5，834人   

【喪8】年♯区分別の糟糠児tの割合  

21年利用児童数（％）   21年待機児童数（％）   

低年齢児（0～2歳）  709，399人（34．8％）   20，796人（81．9％）  

歳児   92，606人（4．5％）   3，304人（13，0％）  

うち1・2歳児   616，793人（30．2％）   17，492人（68．9％）   

3歳以上児  1，331，575人（65．2％）   4，588人（18．1％）■   

全年齢児計  2，040，974人（100．0％）   25，384人（100．0％）   

○ 年齢区分別檜■光量数  

低年齢児の待機児童数は全体の81．9％を占める。  

そのうち、特に1・2歳児の待機児童数（1万7千492人）が多い。  

【喪4】糟♯児暮数の多い市区町村数  

市区町村   

待機児童数100人以上   62（52）   

待機児童数50人以上100人未満   39（32）   

待機児童数1人以上50人未満   276（286）   

計   377（370）   

（）は20年4月1日の数値  

0 糟糠児暮のいる市区町村歓  

待機児童がいる市区町村数は377（全市区町村の20．9％）で、前年より7の増。  

保育計画を策定しなければならない待機児童が50人以上の市区町村は101。   

500人以上の待機児童がいる市は、6市（仙台市、世田谷区、横浜市、川崎市、名古屋   

市及び大阪市）で、前年の4市（仙台市、横浜市、川崎市及び大阪市）と比べ2市の増。  

ー4－   



【表5］ホ市部とそれ以外の地域の待機児暮敷  

利用児童数（％）   待機児童数（％）   

7都府県・指定都市・中核市  1，052，617人（51．6％）   20，454人（80．6％）   

その他の道県   988，357人（48．4％）   4，930人（19．4％）   

全国計   2，040，974人（100．0％）   25，384人（100．0％）   

○ ♯市部の待機児iの状況  

都市部の待機児童として、首都圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）、近畿圏（京都・  

大阪・兵庫）の7都府県（政令指定都市・中核市含む）及びその他の政令指定都市・  

中核市の合計を見ると2万454人となり、全待機児童の80．6％を占める。  

（データ出典）   

保育所施設数、保育所定員及び保育所利用児童数  

・‥18年以前一社会福祉行政業務報告（厚生労働省統計情報部）  

‥・19年以降一福祉行政報告例（概数）（厚生労働省統計情報部）   

待機児童数‥・保育所入所待機児童数調査（厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べ）   

就学前児童数・‥平成19・20年人口推計年報（総務省統計局（各年10月1日現在））  
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（暮料1） 受入児暮数（利用児暮敷）が100人以上増加した地方自治体  

（平成21年4月1日現在）  

受入児童増加数  受入児童増加数  

都道府県   市区町村  （H21．4．1に  都道府県   市区町村  （H21．4．1に  

おける対前年）  おける対前年）  

人  人   

口  神奈川県  横浜市   2，403  37  東京都   八王子市   164   
2  神奈川県  川崎市   950  38  愛知県   豊田市   162   
3  福岡県   福岡市   663  39  三重県   いなべ市   158   

4  熊本県   熊本市   489  39  島根県   松江市   158   
田  北海道   札幌市   446  41  沖縄県   浦添市   155   
6  兵庫県   神戸市   423  42  鹿児島県  鹿児島市   154   
巴  大阪府   大阪市   418  43  東京都   世田谷区   152   
8  宮崎県   日南市   413  44  埼玉県   川口市   149   
9  東京都   江東区   394  45  奈良県   生駒市   147   
10  新潟県   新潟市   380  46  兵庫県   伊丹市   146   
皿  大阪府   堺市   l  47  茨城県   牛久市   144   
12  宮崎県   宮崎市   357  48  東京都   江戸川区  143   
13  千葉県   千葉市   356  49  千葉県   柏市   142   
14  京都府   京都市   339  50  千葉県   野田市   141   
15  広島県   広島市   330  51  島根れ   出雲市   129   
16  東京都   品川区   268  52  北海道   旭川市   128   
田  静岡県   焼津市   265  53  大阪府   八尾市   125   
四  千葉県   船捕市   265  54  東京都   墨田区   123   
19  大分県   大分市   262  54  石川県   白山市   123   

20  栃木県   真岡市   254  56  埼玉県   草加市   122   
凶  福島県   福島市   239  56  千葉県   白井市   122   
22  埼玉県   さいたま市   233  58  東京都   葛飾区   120   
23  広島県   福山市   225  59  広島県   廿日市市   119   
24  東京都   練馬区   212  60  東京都   杉並区   115   
25  沖縄県   那覇市   203  61  岡山県   美咲町   114   

26  千葉県   市川市   197  61  宮崎県   都城市   114   
27  埼玉県   越谷市   194  63  滋賀県   草津市   112   
28  神奈川県  相模原市   188  64  山梨県   甲府市   111   
29  大阪府   茨木市   186  65  群馬県   太田市   110   
29  愛知県   名古屋市   186  66  福岡県   粕屋町   109   
31  静岡県   浜松市   174  67  東京都   足立区   108   
31  滋賀県   大津市   174  68  東京都   板橋区   107   
33  茨城県   つくば市   173  68  静岡県   富士市   107   
34  大阪府   高槻市   168  70  静岡県   静岡市   105   
35  東京都   北区   167  71  広島県   府中市   103   
35  静岡県   藤枝市   167  71  宮城県   仙台市   103  

合  計  17．767   

－ 6 －  

冨▼  ∴ぷ   



（暮精2） 市区町村別優★新欄用鷹■■の■■  

（事舶一年よ             一事彪○攣■）   

がない市区町村■  中穣市  都道府県   利用児霊蝕が増加した   利用児童数が眞少した   計  利用児音数に変動  政令指建都市   利用児童数の  利用児童数の  計    市区町村での集計   市区町村での■計         ¶加数  減少数  

人  市区町村数   人  市区町村数   人  市区町村数  人   人   人   
北海道   676  72  △ 951   87  △ 275   18  鵬  札幌市   446  4ヰ6   

書森県   100   7  △ 632  31  △ 532   ll  仙台市   103  103   

岩手県   198   16  △ 柑9   18   0  50  さいたま市   233  233   

4  宮城県   212  22  △123   13   89   0    千葉市   356  356   

5  秋田県   198   9  △ 207   14   △ 9   横浜市   2，403  2 ヰ03   

6  山形県   323   △ 230  93   川崎市   950  950   

丁  相島県   407   26  △ 336  26   71   5  51  新潟簡   380  380   

8  茨城県   1，134  25  △ 334   18   800   55  静岡市  △ 23   △ 23   

9  栃木県   365   19 a 206 10   159   0  56  浜松市   174  174   

†0  群馬県   448   △ 234   18   214   2  57  名古畳市   186  186   

埼玉県   1．566  ヰ6  △ 225   19  1．341   3  58  京都市   339  339   

千葉県   1，136  田  △ 344  25   792   大阪市   418  418   

東京都   3，370  48   △ 96   3．274   60  堺市   362  362   

14  神奈川県   585   20  △162   423   0    神戸市   ヰ23  423   

新潟県   252   △156   0    岡山市   91  

川  土山県   90   5  △ 277   △187   0  63  広▲市   330  330   

石Jll県   277   10  △159   118   0  64  北九州市  △ 7   △ 7   

柑  橋井県   227   10   △ 74   153   0  椅  柵韓市   663  663   

柑  山梨県   175   △ 337   19  △162   政令相手●簡肘  7，857   △ 30  7，827   

20  長野県   305   28  △1．148   51  △ 843   0  捕  旭川市   128  128   
岐阜県   202   12  △ 634  28  △ 432   67  函館市  △ 53   △ 53   

静岡県   302   16  △ 293   18   棉  ★森市  △ 48   △ ヰ8   

愛知県   608  23  △1，195  32  △ 587   柏  盛岡市   97  97   
24  三1県   340   △ 657   △ 317   0  70  秋田市   51   

滋1県   228   9  △ 366   △138   0    郡山市   51  51   
祁  京都府   502   17  △131   8   371   0  山  いわき市  78    78   
27  大阪府   1．000   23  △ 224   15   776   宇都苫市   39  39   

28  兵庫県   758   25  △ 240   518   74  前橋市  △ 25   △25   

？9  豪▲岬   417   22  △195   222   75  川越市   57  57   

30  和歌山県   203   13  △186   14   76  船績市   265  265   

■取県   162   8  △127   10   35   抽市   142  142   
島櫓県   578   15   △ 40   5   538   丁8  横須1市   80  80   

岡山県   367   10  △196   13   79  相模曙市   188  188   

広島県   359   △ 340   0  80  暮山市   55  55   
山口県   184   △130   8   54   n  金沢市   60  60   

3‘  徳▲県   125   10  △135   13  △10   82  長野市  △176  △176   
37  書川県   120   5 a 195 11 a 75 0  83  岐阜市  △11   △11   

愛嬢県   102   4  △ 327   15  △ 225   0  84  豊橋市  △153  △153   
j9  高知れ   101   △ 330   19  △ 229   85  豊田市   162  162   
40  福岡県   871   34  △ 535  28   336   86  岡■I市  △ 38   △ 38   

41  佐賀県   320   12  △163   8   157   0  8丁  大韓市   17ヰ  174   
l？  長崎県   217   10  △131   12   86   0  88  高槻市   168  168   

43  熊本県   611   23  △ 433  22   り8   89  ★大阪市  △10   △10   

44  大分県   119   7  △ 203   10  △ 84   0  90  姫路市  △136  △136   
45  吉崎県   352   16  △10ヰ   6   248   91  西喜市   65  65   

4G  鹿児■れ   522   17  △ 265   23   257   4  92  尼■市   12  

47  沖縄県   735   24   △ 69   9   666   8    奈■市   63  63   

壷正府几計  22．449   838  △14，264   820   8．185   83  91  和歌山市  △11   △11   

95  ■敷市   88  88  
■注1 利用児童数は、t用均等・児暮家鷹局 保書課 研  弼  袖山市   225  225   
＊注2 都道府県の数価には、政令指定都市t中核市は含まず  下闇市   55   

＊注3 市区町村の総数は1．800（平成21年4月1日現在）。  高松市   74  74  

拍  松山市   60  60  

100  ホ知市  △ 55   △ 55  

101  久留米市   60  60  

102  長崎市  △12   △12  

柑3  熊本市   247  247  

104  大分市   262  262  

105  育II市   357  357  

†0も  鹿児島市   154  154  

・・・i．  3．517  △ 728   2．789  

合計  33，823  I△15．022  18，801   
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都道府県  待機児童数  

人   
北海道   682   
青森県   28   
岩手県   95   
宮城県   1．13＋1   

秋田県   261   
山形県   220   
福島県   192   
茨城県   396   
栃木県   76   
群馬県   28   
埼玉県   1，509   
千葉県   1，293   
東京都   7．939   
神奈川県   3．245   
新潟県   4   

富山県   0   

石川県   0   

福井県   0   

山梨県   0   

長野県   0   

岐阜県   3   

静岡県   364   
愛知県   778   
三重県   岨   
滋賀県   411   
京都府   278   
大阪府   1．724   
兵庫県   905   
奈良県   115   
和歌山県   団   
鳥取県   0   

島根県   g7   
岡山県   96   
広島県   113   
山口県   23   
徳島県   30   
香川県   0   

愛媛県   45   
高知県   43   
福岡県   644   
佐賀県   0   

長崎県   94   
熊本県   93   
大分県   田   
宮崎県   0   

鹿児島県   443   
沖縄県   1．888   
計   25．384  

（資料4）21／4／1全国待機児童マップ（都道府県別）  

くp  

※ 各道府県には政令指定都市・中核市を含む。  



（★料8）保t什曹を薫慶する市区町村（60人以上）  

（平成21年4月1日現在）  

都道府れ  市区町村  待機児童数  対前年増減  都道府県  市区町村  待機児童数  対前年増減  

人  人  

ロ  神奈川県  横浜市   1290   田  63  東京都  稲城市   99   52   

2  神奈川県  川崎市   713   130  64  千葉県  浦安市   96   △ 6   

3  宮城県  仙台市   620  △120  64  東京都  小平市   96   

4  東京都  世田谷区   613   278  64  東京都  東久留米市   96   28   

5  大阪府  大阪市   608   △ 88  64  沖縄県  読谷村   

6  愛知県  名古屋市   四  68  滋賀県  大津市   △1   

7  兵庫県  神戸市   483   △ 4  69  千葉県  船橋市   94   43   

8  東京都  板橋区   481   245  70  東京都  立川市   93   △ 33   

9  福岡県  福岡市   473   170  70  沖縄県  南城市   93   38   

10  東京都  八王子市   453   122  72  広島県  広島市   90   53   

四  神奈川県  相模原市   439   134  73  東京都  北区   88   39   

12  東京都  練馬区   429   田  73  神奈川県  大和市   88   42   

13  東京都  足立区   418   73  沖縄県  西原町   88   46   

14  東京都  町田市   417   山  76  東京都  文京区   △ 38   

15  北海道  札幌市   402   77  大阪府  吹田市   84   

16  鹿児▲県  鹿児島市   359   163  78  東泉都  東大和市   82   

17  大阪府  堺市   345   34  79  東京都  武蔵野市   ． 79   

18  千葉県  千葉市   318   △17  80  東京都  渋谷区   49   

19  東京都  大田区   314   72  80  大阪府  高槻市   78   2   

20  東京都  江東区   312   82  京都府  宇治市   77   32   

21  東京都  府中市   301   113  83  茨城県  ひたちなか市   76   

22  東京♯  港区   263   95  83  埠玉県  新座市   76   △ 22   

23  大阪府  東大阪市   246   90  85  東京都  狛江市   75   34   

24  東京都  江戸川区   238   36  86  熊本県  合志市   59   

25  沖縄県  宜野湾市   235   △ 4  87  東京都  新宿区   70   10   

26  千葉県  市川市   227   84  87  長嶋県  轟崎市   70   △ 4   

27  沖縄県  沖暮l市   223   △ 33  89  宮城県  書谷町   6（；   19   

27  兵庫県  西宮市   90  棄良県  棄良市   △ 61   

29  北海道  旭川市   222   △1  91  埠玉れ  和光市   64   35   

30  東京都  憫布市   221   17  92  千葉れ  流山市   63   15   

31  東京都  墨田区   218   田  93  東京都  1飾区   62   14   

32  ・・ロ二  那覇市   203   △ 27  93  兵ヰ県  宝塚市   62   4   

33  山形県  山形市   △1  93  島根れ  松江市   62   14   

34  沖縄県  浦添市   △37  96  沖縄県  北谷町   △ 8   

35  東京都  三鷹市   192   58  97  東京都  武離村山市   △ 3   

36  東京♯  中野区   190   46  97  滋賀県  長浜市   57   

37  京都府  京都市   180   81  99  埼玉県  上尾市   56   22   

38  埠玉県  さいたま市   177   △ 42  100  埼玉県  春日部市   54   

39  東京都  多♯市  176  64  101  滋賀れ  甲贅市  四   40   

40  沖縄県  糸満市   174   50   50人～99人 小計  2．984   708   

41  増玉県  川越市   173   匝  50人～99人、100人以上 合計  20．280   4．990   

42  秋田れ  秋田市   155   

43  ★京都  東村山市   147   26   

44  東京都  目黒区   144   38   

44  神無川県  藤沢市   144   106   

46  神奈川県  茅ヶ崎市   143   42   

47  茨城県  水戸市   140   83   

48  兼京劇  杉並区   137   49   

49  東京都  日野市   

50  東京計  西東京市   134   △18   

51  静岡県  浜松市   134   

52  壌玉県  所沢市   132   44   

53  東京♯  中央区   132   83   

54  沖縄県  うるま市   127   △13   

55  埼玉県  川口市   123   団   
55  暮京都  品川区   123   8   

57  東京都  豊島区   122   64   
57  千葉県  柏市   122  79   
59  東京都．  小金井市   117   30   
60  千葉県  市原市   114   66   
61  東京都  凰分寺市   101   

大脇市   
凶   

100   
上ノ川什  17．286   △ 37   
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（責料6）保書所待機児霊数100人以上増減のあった地方自治体  

1．待機児童数が100人以上減少した市区町村  

都道府県  市区町村   
H21．4．1  H20．4．1  

減 少   

待機児童数   待機児童数  

宮城県  仙台市   620   740   △120   

2．待機児童数が100人以上増加した市区町村  

都道府県  市区町村   
H21．4．1   H20．4．1   

待機児童数  待機児童数   
増 加  

1   神奈川県  横浜市   1290   707   583   

2   東京都  世田谷区   613   335   278   

3   東京都  根橋区   481   236   245   

4   東京都  足立区   418   205   213   

5   東京都  町田市   417   234   183   

6   東京都  練馬区   429   254   175   

福岡県  福岡市   473   303   170   

8   愛知県  名古屋市   595   428   167   

鹿児島県  鹿児島市   359   196   163   

10  神奈川県  相模原市   439   305   134   

北海道  札幌市   402   271   131   

12  神奈川県  川崎市   713   583   130   

13   東京都  八王子市   453   331   122   

14  東京都  府中市   301   

神奈川県  藤沢市   144   38   106   
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第2回社会保障審議会  

少子化対策特別部会  

保育第一専門委鼻会  参考資料2  

平成21年9月8日   

機能面に書目した保育所の環境・空間に係る研究事業  

研究結果の概要  

平成21年3月  

社会福祉法人 全国社会福祉協議会  

1．調査研究事業の目的と方法   

日本では、認可保育所は児童福祉法のもとに、児童福祉施設最低基準（以下「最低基準」）にもとづき  

整備する必要があるが、その最低基準に示された保育所の施設設備基準は昭和23年に制定された後、  

60年を経過した今までほとんど改正されていない。一方、社会経済の発展とともに国民生活はこの60年  

で大きく変化し、子どもや保護者の生活環境や家族機能・労働形態などは多様になっている。保育所は  

こうした変化に対応し、利用する子どもや保護者のニーズ、特に利用時間（保育時間）の長時間化、子ど  

もの発達を保障するための保育内容の充実などに取り組んできているが、こうした変化とともに保育の充  

実を図るための最低基準の改善に向けた見直しの必要性が指摘されてきた。   

本研究は、こうした背景を踏まえ時代の変化に応じた保育の提供のために必要な環境、設備基準につ  

いて検討したものである。検討に際しては、これまでの最低基準の考え方、つまり、保育の設備を「乳児  

室」「ほふく室」等の部屋の面積等の構造基準から規定するだけではなく、乳幼児の発達と生活の営みと  

教育の場、保護者支援の場として保育所を捉え、そこで必要とされる保育所保育指針にもとづく保育を行  

うために最低限必要な施設設備基準等を明らかにすることを目的として実施した。   

本研究は以上の目的を果たすため、以下の調査を行った。  

（1）海外文献調査   

6か国、13地域を対象に、保育所の設置に関する海外文献調査を行った。  

（2）アンケート調査   

全国の認可保育所4，097か所と東京都の認証保育所55か所を対象に「保育所の物的環境と保育の  

実態に関するアンケート調査」を実施した。（有効回答数1，738件）  

（3）現地視察・ヒアリング調査  

17か所の保育所を対象に、施設や空間の利用実態に関する現地調査および施設長へのヒアリング調  

査を実施した。  

（4）現地観察調査   

保育所の設置に関する面積基準等を検討するため、5か所の保育所を選定し、「食事」「午睡」「あそ  

び」の各場面における子どもと保育士の行動についての観察調査を実施した。   

委員会においては、これらの調査結果の分析を行うとともに、平成21年4月から施行される「保育所保  

育指針」にもとづき、「保育所保育指針」で求められる保育所の役割を果たすために、どのような環境を必  

要としているか考察を行い、ガイドラインを作成した。   

2．保育所の機能と空間・環境のガイドライン   

保育所は保育所保育指針にもとづき子どもの最善の利益を保障するために、一人ひとりの子どもに応  

じた保育（養護と教育の一体的提供）を行うこととされている。   

本研究事業では、保育所の保育内容を定めている保育所保育指針（平成20年3月厚生労働省告示、  

平成21年4月施行）が示している保育を実現するための保育所の環境について、以下の枠組みで整理   



した。また、あわせて、子どもと保護者等へ保育所の機能を提供するために必要な空間・環境の指標を  

「ガイドライン」としてまとめ、ガイドラインを現場で活用するための参考事例集を示した。   

このガイドラインは、保育所を設計する建築士等作り手はもとより、保育所の事業者および現場で保育  

を担う保育士等を対象として、保育の質を高めるために作成した。その視点は主に次の3点とした。  

A．建築士等が、保育所を設計する際に、保育の基本的あり方と保育所が提供する機能を理解すると  

ともに、当該機能を果たすために必要な環境・空間について知識を得、設計に活かすための指標。  

B．保育所事業者および保育士等現場職員が、保育所が提供する機能を理解し、保育の実施にあたっ  

てさまざまな空間の設定を行う際の設定方法について知識を得、活かすための指標。  

C．自治体、建築設計者、保育事業者、および保育士等現場職員が、保育所が提供する機能を理解し、   

保育所の新築、改築、建て替え等の際に、お互いに共通認識を持ち、保育方針と合わせた保育所の  

デザインを行うためのコミュニケーションツールとしての指標。  

ガイドライン（構成）＞  

Ⅲ．保護者支援のための機能   

8．保護者支援  

Ⅳ．地域の中で果たすべき機能   

9．地域における子育て支援  

10．社会的役割としての保育所  

Ⅴ．保育所運営のための機能   

11．保育所運営のための空間  

Ⅵ．共通事項   

12．安全・衛生   

13．光・空気・音環境   

＜機能別にみる環境・空間の設え  

Ⅰ．登園・降園のための機能．  

1．登園・降園  
Ⅲ．子どもの生活・あそびのための機能  

「生活行為」  

2．食事  

3．睡眠・休息  

4．排泄  

「あそび」  

5．屋内あそび  

6．屋外あそび  

「障害のある子どものための環境」  

7．障害のある子どものための環境  

3．「保育における食寝分離」を実現する環境・空間について   

本研究では、海外文献調査やアンケート調査の結果を踏まえ、また視察調査、観察調査をもとに、乳  

幼児の生活・活動を支えるための保育所機能に対応する保育環境・空間について検討を行った。保育所  

保育指針には、「乳幼児は、その発達には個人差が大きく、食事の場面も含めて、一人ひとりの発達過程  

や心身の状態に応じた適切な援助及び環境構成を行うことが重要である」と規定されている。このことを  

基本にすえて、子ども一人ひとりの発達過程や心身の状態にあわせることが大切な食事と午睡の行為に  
着目し、この2つの行為については他者に行為が中断されないような環境、つまり「保育における食寝分  

離」が必要であると考えるにいたった。この食寝分離の考え方は、戦後の日本の住宅計画の基本概念と  

位置付けられて、小規模住宅において推進されてきた考え方であり、保育環境について、応用するもの  

である。   

本研究で実施した観察調査においても、食事から午睡にかけての一連の生活の流れがスムーズに行  

われることの重要性が確認され、「子どもが食事の最中に移動させられることなどは避けるべきであること」、  

「布団を用意する際に非常に多くの粉じん量が測定されたこと」などの課題を勘案し、食事の場と午睡の  

場を分ける「保育における食寝分離」を基本とすることとした。  
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このことは、本研究で実施したアンケート調査でも、「昼食～着替え～午睡～着替え～補食」と連続す  

る保育の時間が、保育所で過ごす時間の約1／3を示しており、一日の生活を構成する重要な要素であ  

ることが明らかになっていることにももとづくものである。（図1）。  

図1 3歳以上児の保育スケジュール（n＝1423）   

【現行の面積基準以上の面積が必要】   

面積基準については、観察調査により得られた保育実践の行為や集団規模における活動や、建築設  

計資料集成1にもとづくデータを踏まえて、「動作空間」と「単位空間」という建築設計の考え方で単位とな  

る面積を算出し、観察調査等により空間の必要性を確認したうえで、次の条件で算出した。  

（1）具体的な面積を算出できる場合には、その面積  

（2）具体的な面積を算出が困難な場合には、原則2として調査結果の平均値の面積  

「動作空間」とは  

特定の生活およびあそびの行為に関して、子ども  

や保育士が無理なく動くために必要とする空間であ  

り、その行為に必要な家具や道具を置くための空間  

を含む。通常、曲線で囲まれた空間としてあらわさ  

れる（図2）。ただし、面積の算定は、動作空間に外  

接する方形の面積とする。  
図2 動作空間  

置≡庖  

「単位空間」とは   

特定の生活およびあそびの行為に関する動作空  

間が単独でまたは複合して構成される空間に外接  

する方形であり、保育所において、まとまった生活  

行為を可能にする空間をいう（図3）。  

図3 単位空間  

1建築設計の実務において利用されている、通路や寝具等の具体的な設計に必要なデータ集  

2子どもの人体寸法にかかわるものは最大値を採用する  
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この考えのもと、導き出された面積基準は次のとおりである。1人あたりの模式図を用いて説明する。  

1 2歳未満児の保育のためlこ必要な単位空間lこついて  

（1）食事のための単位空間面積：約1．68ポ／人  

・食事の動作空間面積：約1L．45ポ／人（図4）  

・配膳の動作空間面積：約0．23ポ／人  

（観察調査等より計測）  

（2）午睡の単位空間面積：約2．43n了／人  

・午睡の動作空間面積：約1．23ポ／人（図5）  

・移行の動作空間面積：約1．20n了／人  

（観察調査等より計測）  

※「午睡の単位空間」は、布団の場合とベビーベッドの場合が考  

えられるが、ベビーベッドの場合は家具が占有し、ほふくのため  

の空間が狭小となるため、布団の場合よりも広い「ほふくのため  

の単位空Ⅶ」が必要となる。1体的に「ほふくのための単位空間」  

が算出されていないため、布団の場合の面積基準を採用している。   

以上より、2歳未満児に必要な面棟基準は、  

園4 食事の動作空間  
（机、幼児、保育士等の空間からなる）  

図5 午睡の動作空間  

（布団、移動等の空間からなる）  

4．11n了／人  以上とする。   

ただし、この面積にはほふくやあそびのために必要な空間が  

含まれておらず、この面積に加井して考えることが必要である。  

2 2歳以上児の保育のためlこ必要な単位空間lこついて  

（1）食事のための単位空間面稚：約1．03n了／人  

・食辛の動作空間面積：約0．76n了／人（図6）  

・配膳の動作空間面積二約0．27ポ／人  

（観察調査等から計測）  

（2）午睡のための単位空間面積：約1．40n了／人  

・午睡の動作空間面積：約1．40ポ／人（圃7）  

（3）あそぴのための単位空間面積：約1．99n了／人  

・エ作など、机を使用したあそぴの動作空間面積：  

約0．76n了／人（図8）  

・積み木など、床を使用したあそぴの動作空間面積：  

約1．23ポ／人（図9）   

以上より、「あそぴ」の際に「食事」と「午睡」の空間を利用  

できることを勘案して、2歳以上児に必要な面積基準は、  

園6 食事の動作空間  
（机、幼児、保青士等の空間からなる）  

図7 午睡の単位空間  

（布団、移動等の空間からなる）  

図8 あそぴの動作空間（机）  

2．43ポ／人  以上とする。ただし、「食事」や「午睡」の専用室  

を設け、「あそぴ」の際に「食事」と「午睡」の空間を利用しな  

い場合には、「あそび」の空間（1．99ポ／人）とともに、必要な  

「食事」の空間（1．03n了／人）または「午睡」の空間（1．40ポ／  

人）を確保することが必要である。  

Ⅰ‖㈹」  
図9 あそぴの動作空間（床）   



【保護者支援のスペースの確保】   

保育所保育指針においてこれまで以上に明確に  

位置づけられた保護者支援の機能を果すためには、  

相談室の設置が重要である。相談室の設置は現在、  

約1／3にとどまっており、3／4は独立した相談室が整  

備されていない（図10）。保護者や家庭状況もさまざ  

まになってきており、保育所がプライバシーに配慮し  

相談・支援をするための空間の確保が必要である。  

【最低基準について】  図10  独立した相談室の設置状況（n＝1596）   

この研究で示した最低基準としての面積基準は、  

その言葉どおり「順守しなければならない最も低い基準」として検討した結果である。実際の整備にあたっ  

ては、子どもの発達保障の視点から地方自治体等の努力等により、より充実した環境を提供することが望  

まれる。例えば、降雪などで冬場の屋外遊戯が難しい地域では、遊戯室など保育に必要な面積を遊戯室  

等の面積として上乗せして確保するなど、地域状況を勘案した対応に期待したい。さらに、今回の研究で  

は明らかにできなかった「ほふく」や「あそび」のための空間確保も重要であり、保育所として望ましい面積  

は今後の研究によりさらに付加される必要があると考えている。   

今回の調査結果からみると、現在の最低基準は、保育を行うことが不可能という状況ではない  

ものの、「食寝分離」などさまざまな課題がある。したがって、現在の面積基準をさらに切り‾下げ  

ること、切り下げられるような仕組みを導入することは、一人ひとりの子どもの発達に応じた保  

育をさらに困難とするものであり、検討を行う場合は、少なくとも、現行の最低基準以上のもの  

となる方向で行うことが重要である。   

また、本研究事業で示した面積基準等については、現在の保育所の収容能力や、国や地方自治  

体の財政状況などの事情も含めて国でも議論し、現在の最低基準とともに最終的な扱いを決める  

べきである。   

4．アンケート調査の結果概要   

保育所の物的環境および保育内容の実態を把握するため、全国の保育所等から無作為抽出した認  

可保育所4，097か所、東京都認証保育所55か所を対象にアンケート調査を行った。   

【子ども1人当たりの面積の実態】   

乳児クラスの1人あたり面積は、ほとんどの施設で現行最低基準に示された3．3Ⅰゼを超え、多くの保育  

所で4．95ポ（3．3rか1月5ポ）の空間が確保されている状況であった（図11）。   

一方、4～5歳児クラスの1人あたり面積は、2～2．1rdが最も多く、最低基準である1．98rぱをかろうじて  

確保している状況にあった（図12）。  

‾l  

5▲ ▼‾l‾‘  
▼  

図11 乳児保育室1人あたり面積（n＝634）   
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図12 5歳児保育室1人あたり面積（n＝890）  

【食寝分離の状況】   

また、乳児保育室においては、食寝同室の割合が全体の3／4を占めており、そのうち、2／3以上は食事  

と午睡が重ならない空間を確保できている（図13）。一方、3歳以上児保育室では、食事と午睡を同室で行  

っている場合は全体のおよそ6割であり、そのうちの7～8割は食事のセッティングを片付けて午睡の準備  

をしているということが明らかになった。   

食寝を同室で行っている場合と専用の食事室を設置している場合の比較では、専用の食事室を設  

置している場合には、「調理室の様子を見ることができる」や「配膳や後片付けへの参加状況」が食事室  

なしの場合に比べて高い割合を示した（表1）。  

⊥＿＿」1∴「二1▼▼■            ■■■■■■■■－■－■                                                                                                                                                                                                                          －  

国13 年齢別保書主における食寝分離の状況   

午睡については、食事室の有無よりも、食事と午睡の場が別であるか同じであるかで差が表れた（表1）。  

「子どもの布団を保育士が歩ける程度の間を空けて並べることができる」では、食事室がある場合では、  

86．2％と最も高い割合を示し、食事室がなく食寝を同室で行っている場合より約15％高くなっている。「午  

睡をしない子どもが過ごせる場所がある」については、食事室がなく、食寝別室の場合が最も高い割合を  

示し、82．4％である。一方、食事室がなく食寝同室の場合では61．7％となり、20％ほどの差が見られる。  

「午睡時以外でも子どもが眠れる場所がある」についても、食事室がある場合および食事室はないが食寝  

別室の場合は60％程度であるが、食事室がなく食寝同室の場合は47．7％にとどまっている。また、食事  

室があるとあそびのコーナーを多様にセッティングできることが確認され、幼児のあそびにも影響があるこ  

とが認められた。  

‾‾‾▼   



保育所の現状としては、0歳児クラス室は「ほふく室」＋「乳児室」の広さを確保している保育所が多い  

一方、2歳以上児の保育室については最低基準ぎりぎりの面積しか確保できず、セッティングを変えること  

により限られた空間でどうにか保育をしていると推察した。このことから、専用室が確保されていること、特  

に、専用の食事室を設けることができている場合には、子ども一人ひとりにあわせた保育を提供しやすい  

環境にあることを確認できる結果となった。  

食事室あり  
空間・設備に問わる保育内容  

（n＝123）   
食寝別室  
（n＝470）   （n＝777）   

子どもが調理室の様子を見ることができる   78．9％   75．1％   75．7％  

食事、食育           子どもが配膳や後片付けに参加している   96．7％   91．1％   93．4％  

子どもが食について学ぶミニキッチンなどの設備がある   22．0％   10．6％   10．了％   

子どもの布団を保育士が歩ける程度の間を空けて並べ   
ることができる  86．2％   78．0％   70．4％  

午睡              午睡をしない子どもが過ごせる場所がある   78．9％   82．4％   61．7％  

午睡時以外でも子どもが眠れる場所がある   62．4％   60．6％   47．7％  

表1 食事室設置による保育内容への影曹（＊＊：1％有意）  

5．海外文献調査の結果概要   

【諸外国と比較して低い日本の最低基準】   

保育所の設備基準の考え方の参考とするため、アメリカ、イングランド、フランス、ドイツ、スウェーデン、  

ニュージーランドの6か国について、保育所の施設基準を調査した。その際、その国の基準と地方の基  

準の状況、保育者1人あたりの児童数等の配置基準について調査を行った。この結果、日本の子ども1  

人あたり面積基準が諸外国と比較して低い規準にあることがわかった。   

また、日本は、面積基準が低いことに加え、対象面積に廊下や可動式の収納設備の置いてある床面  

積を除外する記載がないため、これらの床面積を差し引くと子どもの実際の活動スペースは、必ずしも最  

低基準に規定されている面積が確保されていないという課題も見えた。   

ニュージーランドの面積基準では、「通路、トイレ設備、職員室、2歳未満児用の特別な午睡室、その他  

子どものあそびに使わない区域を含まない」と明確に規定している等、諸外国においては子どもの活動ス  

ペースを明確に規定している国もある。今後、必要とされる環境整備にあっては、まずは廊下や可動式の  

収納等を保育室や乳児室・ほふく室の面積に含めないことが求められる。そのことによって、保育室、乳  

児室、ほふく室の最低基準面積として本来、子どもの活動を支えるために必要な一定基準以上の面積を  

確保すべきである。（図14）   

また、今回の調査では、保育活動の機能面から、職員配置基準とグループ規模についても各国の状  

況を比較した。その結果、日本は諸外国と比較して職員の配置基準は低く、特にグループ規模が大きい  

ということがわかった。日本では子どもの人数のグループ規模については規定されていないが、諸外国で  

は「3歳未満児については最大6名、3歳以上児については最大13名」等と小規模なグループ化が規定  

されており、大きいグループでも15名程度となっている。保育所保育指針にもとづき子ども一人ひとりに  

応じたきめ細やかな保育を提供するためには、グループの小規模化が必要であり、職員配置基準のあり  

方を保育実践に照らしながら改善していくことが今後の検討課題である。   

さらに、基準の位置づけが推奨基準とされても、ほとんどの保育所がその水準をクリアする基本的基準  

になっていることも認められ、基準を下回らない仕組みとなっている。日本でも認可外保育施設が基本と  

なる水準を満たして認可が受けられるように進める必要がある。  
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ストックホルム市  

イヴリン県  
メーヌ・エ・ロワール県  

パリ市  

バーテンーヴュルテンペルク州  

バイエルン州  

ワシントン州  

カリフオルニア州  
ニューヨーク州  

ハンブルグ市  

ザクセン州  
ニュージーランド  

イングランド  

日本  

0  1  2   3   4   5   6   7  8  

（ポ／人）  

国14 3歳以上児1人あたり面積基準の国際比較  

（注）日本は「保育室又は遊戯室」の面積（以下同様）。  

6．調査研究委鼻会   

本調査研究の委員は「保育」の専門家、保育事業者、保育実践者、子どもの環境のつくり手である住  

居・建築学の研究者、建築家、行政職具により構成し、多様な側面から検討を行った。保育所の最低基  

準である児童福祉施設最低基準は、その時代の変化とともに社会的使命や社会的環境にあわせ随時、  

見直しをすることが必要である。子どもの育ちを支える保育所が、本当に子ども一人ひとりの発達過程に  

応じた保育を提供するために、環境面の改善が必要であり、あわせて保育士等の配置基準の見直しやグ  

ループの／ト規模化等も求められる。   

今後も引き続き、保育所保育指針にある保育の質を高めるために、「子どもの育ちを支えていくための  

環境」について検討を重ね、子どもの育ちを保障する保育所の改善を具体化していくことが不可欠であ  

る。  

■委員会委員構成   

◎定行まり子＊  

安梅勅江  

市原勝彦  

大日向雅美  

金子恵美 ＊  

菊池繁信  

清水正明  

普光院亜紀  

藤木隆男  

藤森平司 ＊  

三上智代  

（50音順・敬称略） ◎委員長 ＊幹事会委員   

日本女子大学教授・一級建築士  

筑波大学大学院教授  

三鷹市健康福祉部子育て支援室室長  

恵泉女学園大学大学院教授   

日本社会事業大学准教授  

吹田みどり福祉会理事長  

福井市総務部政策調整室室長  

保育園を考える親の会代表  

藤木隆男建築研究所主宰・一級建築士  

新宿せいが保育園園長  

本福寺保育園園長   



第2回社会保障審議会  

少子化対策特別部会  

保育第一専門委鼻会  参考資料3  

平成21年9月8日  

少子化対策特別部会保育第一専門委員会における議論の前提に関する意見  

2009年9月  柏女 霊峰   

このたび、標記専門委員会に加わらせていただくに当たり、本専門委員会及び第二専門  

委員会の議論の前提として、少子化対策特別部会本体等において議論してい ただくことが  

必要と考えられる事項について以下のとおり簡潔に意見を提出しますので、ご検討方よろ  

しくお願いいたします。  

1．財源の議論について   

子育て支援施策が全体として進展しない要因の一つに、財源におけるトレードオフ関係  

があります。たとえば、育児休業、短時間勤務、看護休暇が進展すれば、乳児保育、延長  

保育、病児保育の必要性が減少するなど、ワークライフバランスと保育サービスとは基本  

的にトレードオフ関係にあると考えられますが、この両者の財源が、前者は事業主拠出金、  

後者が税に主として依存しているため、両施策の縮′J、均衡が続いています。この是正を図  

ることが必要です。これに関しては、平成15年の厚労省研究会報告「社会連帯による次  

世代育成支援に向けて」が具体的提案を提示しています。  

2．幼児教育の無償化に関する議論について   

このたび文部科学省の研究会が取りまとめた幼児教育の無償に関する中間報告は、認可  

保育所や認可外保育所、障害児関係施設・事業に適所する乳幼児の費用の無償化について  

は、少子化対策特別部会や障害児福祉関係部局において論議すべき事項と整理しています。  

したがって、それらに対する検討と意見の集約が必要です。  

3．公的保育を受ける地位の考え方に関する議論   

公的保育を受ける地位に関する議論は、子育ては誰が行うのかという本質的議論であり、  

子育ての自助、共助、公助の組合せと財源がセットとなった議論となります。また、「地位」  

は権利であるとともに義務でもあり、与えられた義務を子どものために行使しない場合の  

対応や返上等についての取り決めが必要とされます。こうした本質的議論は、少なくとも、  

保育第一専門委員会でも行われることが必要です。  

5．子育て支援コーディネーター、子育て支援プランの可能性に関する議論   

保育時間の認定、さまざまな保育・子育て支援サービスの選択、利用調整、サービス計  

画の策定など子育て支援サービスを含めたコーディネーターの創設や育成、子育て支援プ  

ランの策定に関する議論が必要です。石川県においては、マイ保育園事業の一環として、  

子育て支援プランを作成する事業を実施して成果を上げています。高齢者、障害者福祉に  

計画作成が浸透している現在、子ども政策についてもケア・マネジメントの前置を検討す  

べきです。  

6．保育士養成制度に関する議論   

第一専門委員会の所管である保育の質の向上を図るうえで保育士養成制度の検討は不可  

欠であると考えます。そのための議論には多くの時間を割く必要があり、また、別の専門  

性も必要とされるため、専門委員会で議論するとともに、別途の委員会等を設置すること  

が必要と考えます。   



［覇L吏  

少子化対策特別部会   

保育第一専門委員会への提案  

～保育の必要性の判断及び   

保育提供の仕組みについて～  

平成21年9月8日  

社団法人全国私立保育園連盟   

常務理事 木原克美   



王．はじめに相異俸的な検討にあたぅ嘗瑚（1）  

（「第1次報告」を基本にした具体的な仕組みの組み立て）  

（1）少子化対策特別部会「第1次報告」（2月24日）でとりまとめられた今後の保育   

制度の姿を基本に、「保育の仕組み」のあり方について、具体的な事項を含め   
た検討を行う必要がある。  

（保育・子育て機能の拡大への方向性）   

（2）保育所が、家庭養育に欠けるという限定的な課題に対応するだけでなく、現在  

は、すべての家庭の育児・子育てを、社会的に支えていく体制が求められている。  
中でも保育所は中核的な社会的資源としてその役割が大きく期待されている。この  
ため、すべての保育・子育て支援の利用希望者について、その「必要性」と「度合い」  

について認定し、必要性に応じた体制の整備が求められる。  

（子どもの育ちの視点を中心にすえた仕組みの構築）   

（3）制度設計の視点の中心は、保護者の利便性だけでなく子どもの発達保障の   
視点が重要なポイントとなる。保育所を中心とした多様な提供体制の整備に   
おいて、子どもの育ちの視点を中心にすえた仕組みを構築することが重要になる。  
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Ⅰ．はじめに相異体的な検討にあたぅて～（2）  

（重要なファクターとして考えられること）  

（4）提供者と保護者は経済的関係ではとらえられない相互性があり、市場でいわ   
れる売買契約関係ではないことを明確に意識した仕組みとすること。  
②人口減少地域における保育機能の維持向上のための制度的工夫（小規模保   

育所、多機能型保育所など運営基盤の碑保）が必要であること。  
③保育・子育て支援は生活圏で提供されるサービスであるため、小規模地域密   
着型保育等の運営基盤を確保すること。  
④以上に対応するため保育の質の向上をめざす必要があり、児童福祉施設最   
低基準の改善や子育て支援における内容、職員処遇の改善等を並行して実施   
する必要がある。  

（質の確保された多様な新規事業者の位置づけ）   

（5）様々なニーズを受けとめる保育を飛躍的に拡大していくため、認可保育所の   
大幅な増設を促進するとともに、多様な保育形態をカバーできる新規事業者の   
参入についても、質の担保を前提に促すことも必要である。したがって、それら   
を裏付ける大幅な財源確保が不可欠となる。   



の判断  

1）基本的な仕組み   

（1）「保育の必要性・量の判断」について  

①保育の必要性は「保育利用希望者の申請を基本とする。」ことを法的に位置づ   
ける。  
②量は、毎年12月1日調査、集計を基に確定する。  

（2）利用希望者の法的位置づけと優先度の位置づけ  

①保育の利用については、希望者の申請を基本とするが、「ひとり親家庭や虐待、   
障害等の課題」等については優先入所を法律及び政令等で規定する。  
②保育利用希望申請については、行政又は施設を通じ提出し、量的把握は市町   
村が行う。  
③利用希望者が申請の際、利用内容「通常保育、一時、延長、休日保育」等を明   
記する。その申請に応じて「認定証明」を交付する。  

④「認定証明」の交付によって「公的保育を受けることの出来る地位」を法的に明   

確化する（「公的保障」の担保）。  
⑤利用申請者の優先度については、応諾義務を法的に明記する。  
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2）判断基準の  

（1）子どもの健やかな育ちを社会全体で支援する観点から、保育ニーズ（とくに   
短時間就労、休職等のケース、一時保育等を含む）について、すべての子ど   
もに対して必要性と必要量について判定する。  

（2）上記を前提にした際、実際の利用形態は「全日（8時間、休日含む）、定期   
的短時間、一時保育、短時間、随時」等に整理されるので、例えば「①定型   
保育」、「②非定型保育」、「③随時型保育」に分けた制度とする。  

O「定型、非定型保育」いずれにおいても「ひとり親家庭や虐待、障害等の課   
題」等の優先利用者や「とくに人口減少地域等、幼児の集団生活の保障に対   
する配慮を必要する」利用者について「公的保育を受ける地位」を保障し「認   

定証明」を交付する。  
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3）判断基準の内容－「保育対象範囲  

（1）「専業主婦、求職活動、短時間就労、不定期勤務者、家庭の都合」等につ   
いても基本的には「すべての子どもの保育保障」の視点で捉え、具体的な利   
用方法については「非定型」、「随時型」の定義と内容を明確にし対応する。  

（2）障害児については、集団生活の保障を基本とし具体的には「保育施設、   

障害児施設等」について個別のケースによって対応できる制度を整備する。  

（3）いずれにしても「利用希望、利用形態（方法）」は多様であり、様々な資源や   
制度の組み合わせが求められる。基本的には「子どもの視点」と「家庭、地域、   
就労」を支え、すべての子どもを対象とした「新しい保育制度」＝保育保障の   

視点で整理すべきである。  
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4）保障の上限量  

（1）「保障上限量」とは保育を利用できる「量」のことである。   

個々の利用量は、利用希望者の「利用対象（形態）と労働条件、企業の方針（姿勢）」に   
よって変わるため、形態ごとに分類し「量」を決めることは、制度を複雑にする。  
（2）区分は、以下の3区分とすることを提案  

①「定型保育」：8時間～10時間の通常保育、通勤時間考慮（休日も含む）、月単位で設定   
例）保育時間8時間一週40時間（月160時間（就労時間）＋通勤時間を基本）  

②「非定型保育」：一時保育（短時間・短期間の保育）、休日保育。   
例）4時間、週20時間（月80時間以内）  

③「随時型保育」：子育て相談、保育所体験、病児保育等については利用回数単位。   
例）随時型は不定期、一時的利用で月16時間以内  

※延長保育＝定型を越える長時間保育（遇15時間）については、ワークライフバランスの   

実現とともに考える必要がある。出産前後の一定期間、育児休業保障（とくに男性への   
一定期間の義務化）、労働時間の一日8時間（週40時間）等の保障、超勤の禁止等企   
業にも義務化。  

※「定型、長時間、休日」保育等に関し、企業負担も法制度化する等、子どもと親が一緒   
に過ごす生活の場の拡大を促進する。  

※就労時間のみで保育時間を判断するのではなく、利用希望者の意志を考慮しつつ、子   
どもの生活の連続性に対する配慮を行う。とくに産休、育児休業、人口減少地域につい   
ては、「子どもの生活の連続性と集団生活保障」の視点で、基本的に保育を受ける地位   
が保障されるようにする。  

※定型については、爪基本部分と実績的部分の加算方式を検討する。  
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5）優先的に利用確保されるべき子どもの仕組み  

とくに虐待事例については受入れについて義務化。  

①低所得世帯、障害児については、不適切な選別がないよう公正な選考を保障   
するため必要に応じて第三者を含めたコーディネート機能（入所選考委員会）   

を設ける。  

②上記について「応諾義務」との関係で、選考について公表を義務化する。  

③定員が埋まったあとの優先入所児童の受入れについては、定員外の緊急枠を   
設ける等の特例措置を検討する  
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6）「保育に欠ける」という用語の見直し   

家庭養育に欠けるという意味の「保育に欠ける」という限定的な対応から、現  
在の社会では、すべての家庭の子どもに対して育児・子育て支援、さらには集  
団の保障など、保育の社会化が求められている。  

つまり保育を「必要としている」子どもが普遍化している現代社会では、限定  
的な「欠ける」子どもも含めて「必要とする」という表現が、理論的にも社会的に  
も相応しい。  

また、「児童福祉法第1条2項」と児童権利条約に照らしてもすべての子ども  
たちの健やかな育ちを保障するためにも「必要とする」が望ましいだろう。  

ただし、保育所等の施策は、児童福祉施策でることには変わりはなく、引き続  
き公的な対応が求められる。   



2．保育の提供の仕組み  

1）利用保障の仕組み－（1）  

〆〆  

／‘ ′′  

／（公的保育を寧ける抽椅ナ例外なき保育の保障の法的明確化）  

（1）例外なき†公的保青を受ける地位の劇与」は、．凰の公飽責．任を現確にした  
内容であり、その法的根拠付けは「児童福祉法24条」を「必要とする」に改  
めることで明確にすることと考える。  

（市町村には公的保育を保障するために次の莫施責務を法的に明確   

化する）  

（2）「市町村に保育を必要する子どもたちに例外なく公的保育を保障する実施   

責務を法制度上課す」という提案は、車町封¢［公艶保青の真施責任」．を   
現薩にしたものと理解できる。．．そのためには、頂町杜¢実施責任」畳明記   
した†条文」を現示すづ遷である9 ‥   

ヽ   
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（2）－①市町村が「保育を必要とする子どもたちへの公的保育を保障」するた   

めの実施責任を果たすため「提供体制確保」を法的に義務付けた意義は大   

きい。自ずと法24条の但し書きが削除される。また、その義務を規定化し、   
保育の実施を「保育の質」を担保した上で保障する（量と質の保障）という構   

想になる。  

（イ）保育所等の整備計画－「量の確保」の保障  

（ロ）地域の提供体制の整備責任－「量の確保」の保障  

（ハ）利用者への支援（入所調整や公的契約履行のための支援）－「量の確保」の保障  

ゐ （二）児童福祉施設最低基準－「質を確保」  

（ホ）保育所保育指針－「質を確保」  

（へ）指導、監督－「質を確保」  

（ト）研修－「質の確保」  

○（イ）～（ト）につし什＼ては、児童福祉法を中心にした関連法規や、自治体法等   

に定める。その上で、市町村の条例等に明記する。  
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1）利用保障の仕組み－（3）  

＿－一－、・’ら‾－▼‾■‥－‘‾‾、‾■－、‾卜し■ ▲ 、  

〆  、－・■  

ヽゝ  

（2）－②“利用支援の責務”としての「利用調整」と「公的契約」について   

「利用調整」は、待機児童のいる地域には必要であり、第三者を含む選   
考委員会によって利用調整を行う。  
人口減少地域においては、保育所の定員割れにどのように対応するかが   

課題である。  

○利用調整は、例えば政令などで「子どもの育ち」（保育の連続性と集団の経   
験）と「就労を含む家庭の子育て支援」を保障する立場から、市町村が規定   
する。  

（3）上記については国が公的責任の上に立って法的に規定する。それに基づ   

き市町村が条例・規則で規定し、その責任を果たす。  

（4）事業者は、とくに「優先利用者の応諾義務」を含め、履行する責任と義務を   
負う。  

（5）利用者にとっての「公的保育を受ける地位の付与」については「公的保育   

保障の義務化」であり、同時に「権利保障」として捉えることができる。  

■－ ■■  ■  －■   
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2）利用方式  

（1）「保育料負担とその内容の適切性、免除規定、支払い不履行に対する規   
定」等についてどのようにするかについて、利用者の「支払い義務」規定を   

検討する。  

（2）保育料の支払先は、「義務化との関係」で市町村とする。（自治体によって   
は、施設が徴収を代行する。）  

（3）利用は希望する保育所に入所申し込書（申請書）」を提出する。  
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《公的契約の具体的イメージ図（下記例図）》  

／石完町村の関与」と「第三者を含めたコーディネート」の仕組み  

・申し込み手続き－市町村窓口と保育所で受付。  

・保育所の募集 一幕集要項の事前チェック（公の関与）、市町村の広報誌等で一括募集、保育所独自  
の募集も可能。  

・選考の等の公平性一応募が保育所によって「偏り・バラつき」が発生する。  
保育所それぞれの「受入れ枠・選考方法」（応諾考務含め）を作成し「事前届出」  

を行い。内容の確認（チェック）を受け、公表する（公の関与）。  

O「入所選考委員会の設置」（提案）と入所選考結果の報告義務（第三者を含めたコーディネーターによっ   

て編成する）  

例）①メンバーは「市町村、保育園関係者、民生児童委員等」で構成。  
②市町村への入所選考結果報告と承認（確認）（公の関与）  

⇒運営責補助と保育料の徴収との関係で重妻である。  
③保育所入所の承認手続き。  
④不服申し立て制度の保障。etS．  
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3）利用者の手続き負担と保育所の事務負担について  

（1）利用者の立場から   

①保育所の入所は、希望する保育所を自分で選択し、選んだ保育所に申し  

込をする。   
②保育料は、個人情報を守る上からも市町村が家計所得に配慮して決定し、  

保護者が市町村に納入する。  

細山  

（2）保育所の立場から   

①募集・入所関係の事務、（利用希望者の園の説明、受付、整理、入所の選  
択、保育料の徴収等）はちょうど年度末のまとめ、次年度の計画等もっと  
も多忙な時期にあたり、物理的事務的負担は非常に困難である。   
②事務職員の増員、正規職員により可能になる。  
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